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１．趣旨 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（以下，「省エネ法」という。）では，エネルギ

ーを使用する者はエネルギーの使用の合理化に努めることが規定されている。また，地球温

暖化対策計画では，学校等を含む業務その他部門でエネルギー起源二酸化炭素排出量を大幅

に削減する目標が掲げられている。 

教育委員会では，エネルギーの使用の合理化に向けた取組を行っているが，学校施設の高

機能化・多機能化やエアコンの設置等によるエネルギー使用量の増加もあり，エネルギー消

費原単位の改善に苦慮している状況が見受けられる。また，省エネルギー対策は首長部局と

一体となって行われることが多く，教育委員会においては首長部局や学校等との組織的な連

携が重要となる。 

このことから，学校等における省エネルギーの更なる推進に資するよう組織的な省エネル

ギー推進方策や具体的な対策手法等の検討を行う。 

 

 

２．検討事項 

（１）教育委員会における組織的な省エネルギー推進方策 

（２）学校等における適切なエネルギー消費原単位管理の考え方 

（３）学校等で取り組むべき省エネルギー対策及び具体的な省エネルギー対策手法 

（４）その他 

 

 

３．実施方法 

別紙の学識経験者等の協力を得て，２に掲げる事項について検討を行う。なお，必要に

応じて，その他の関係者の協力を求めることができる。 

 

 

４．実施期間 

平成30年1月1日から平成31年3月31日までとする。 

 

 

５．その他 

本検討会に関する庶務は，大臣官房文教施設企画部参事官付において行う。 
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学校等における省エネルギー対策に関する検討会

背 景

エネルギーの使用の合理化等に関する法律
エネルギーの使用の合理化等に関する法律（以下、「省エネ法」という。）で
は、エネルギーを使用する者は「エネルギー消費原単位を中長期的に年
平均1％以上低減すること」が求められている。

地球温暖化対策実行計画（H28年５月閣議決定）
学校を含む業務その他部門でエネルギー起源二酸化炭素を２０３０年度に
約４割削減（２０１３年度比）の目標が掲げられている。

【現状】○各学校ごとに省エネルギー活動を実施
○首長部局が主体となり一体的な省エネルギー対策を推進
○特定事業者として省エネ法に基づくエネルギーの使用の合理化を推進

検
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教育
委員会

学 校
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連携

教育委員会（学校等）文部科学省

【課題】○教育委員会の多くにおいてエネルギー消費原単位の改善が停滞
○学校施設の高機能化･多機能化や普通教室のエアコン設置等に伴いエネルギー使用量の増加が想定
○省エネルギー対策の専門家が不在である等組織的取組に苦慮

【これまでの取組】

省エネ法の概要や学校におけ
る具体的な省エネルギー対策
事例集等を作成し普及・啓発を
実施
○「省エネ法の概要と取組事例」
○「学校でできる省エネ」

【新たな推進方策】

教育委員会、学校、首長部局
が連携した組織的な省エネル
ギーの推進の必要性

・教育委員会における組織的な省エネ推進方策の検討
・学校等における適切なエネルギー消費原単位管理の考え方の検討
・学校等で取り組むべき省エネルギー対策及び具体的な省エネルギー対策手法の検討（今後の方向性）

エネルギー消費原単位の考え方

教育委員会

実効性のある省エネ推進体制

手引き・事例集

エネルギー使用量÷エネルギー使用量と密接な関係を持つ値

＝エネルギー消費原単位

○適切なエネルギー消費原単位の設定
○エネルギー消費原単位の分析と活用

○教育委員会、学校、首長部局連携による体制の構築
○継続的な省エネルギー対策の実践（管理標準の策定・運用）
○適切なエネルギー消費原単位の設定と活用

指
導
・助
言

・実効性のある省エネ推進体制の構築
継続的な運営システムの構築
・管理標準（エネルギー管理マニュアル）の策定 など
①管理、②計測・記録、③保守・点検
④新設に当たっての措置

組織的・継続的省エネルギー対策の推進


